
の融資先争奪競争による金利の引き下げが一層、

経営状況の悪化に拍車をかける結果を生じてい

るとの主張もある 1）。それでは、地域金融機関

は早晩淘汰されてしまうのだろうか。

　本研究では、地域性の高いコミュニティーバ

ンクのうち、最小の金融機関単位である信用金

庫と信用組合に焦点を当て、これら機関におけ

る経営効率性を検討する。

1　はじめに
　いわゆる、日本銀行によるマイナス金利政策

が実施された 2016 年 1 月 29 日以降、巷間では、

金融機関による預貸利ザヤが縮小し、その結果、

大手 3 メガバンクから地域金融機関に至るまで、

経営環境が悪化しているとの主張が少なくない。

実際には、こうした状況以上に、地域金融機関

の立地する地方経済の回復の遅れや人口移動に

よる衰退により、地域経済における資金需要が

低下していること、さらに、地域金融機関間で

〜要旨〜
　本研究では、コミュニティー銀行を構成する金融機関のうちで、最小規模である信用金庫と信用組

合に注目し、規模と経営効率性について分析を行った。米国では FDIC（Federal Deposit Insurance 

Corporation）により「コミュニティー銀行の効率性と規模の経済」という研究結果が報告されており、

わが国を対象として実施したものが本研究である。

　実証検証を行ったところ、規模と負の相関が観察された経営指標は総資産非金利費用比率、総資産

資金調達費用比率であった。ただし、総資産金利費用比率や効率性指標と資産規模の間には有意な傾

向は見られなかった。また、ROA と資産規模の関係では、正の相関が観察された。

　一部の指標では明確な傾向が見られなかったが、小規模金融機関である信用金庫や信用組合におい

ても、規模の経済性が機能していることが確認された。従って、信用金庫や信用組合の合併や統合に

は規模の拡大によるメリットを享受できると見られることから、その意義が認められる。ただし、本

研究の結果はあくまでも単年度の計測結果に過ぎないことから、継続した分析が必要と考えられる。

文教大学経営学部教授・同大学院情報学研究科教授　鈴 木　誠

わが国コミュニティーバンク（信用金庫・
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れらの業務は全てとは言わないまでもすでに一

部の地域金融機関においても実施されており、

革新的な業務の改善とは言い難い。②の中小企

業再生支援機能、③生活基盤支援機能について

も同様である。ただし、④の地域金融支援機能

として「商店街の活性化、ニュービジネスの育

成等、地域の再生に積極的に関わっていくこと」

という点は、踏み込んだ指摘といえる。これま

での金融モデルでは融資に対する担保や保証を

得ることにより、貸倒れリスクを軽減する保険

機能を活用することができた。④の主張は、支

援の枠組みとして融資だけでなく、投資を活用

せよと暗に主張している。投資といっても市場

で流通する有価証券投資ではなく、プライベー

トエクイティーのような形態による資金投入を

意味する。いわば、ハンズオンによる経営指導

と資金提供ということになると、資金の出し手

としてのモニタリングのみならず、事業を運営

して成功に導く経営センスも求められており、

資金と運営機能を提供する信用金庫や信用組合

において、負担は軽いものではない。例えば、

実態として、信用組合や信用金庫の取引先は「信

用金庫は従業員 10 名以下、地域信用組合は従業

員 4 名以下の中小企業等が多い 2）」とされてお

り、信用組合の融資先の事業に信用組合の行員

が 1 人携わるということとなれば、受け入れ会

社にとっては、心強いことは間違いない。しかし、

こうしたサービスの提供は、はたして信用組合

にとって報われるのであろうか。

　本来の信用金庫や信用組合に見られる地域性

の高い協同組織金融機関のメリットとは、基本

的に会員である組合員による預金を、資金需要

のある会員に資金を融通する点にあり、株式会

社組織にある普通銀行と一線を画するところで

あるから、この点を簡単なモデルを通して確認

しておきたい。

2　問題意識
　平成 27 年度に発表された金融レポート（金融

庁）によれば、「平成 26 事務年度までのモニタ

リングにおいては、全国的な人口減少に伴う貸

出規模の縮小が予想される中で、全ての地域銀

行が貸出の量的拡大を目指すビジネスモデルは

全体としては中長期的に成り立たない可能性が

あることを示した」と述べられ、さらに、平成

27 年事務年度においては、「地域に密着した多

くの金融機関が、営業地域における顧客の期待

やニーズを的確にとらえた商品・サービスを提

供し、担保・保証に依存せず取引企業の事業性

評価に基づく融資や本業支援等を通じて、地域

産業・企業の生産性向上や円滑な新陳代謝の促

進を図り、地域経済の発展と自らの経営基盤の

安定を目指す、というビジネスモデルについて

検証を進めた」と述べられている。

　この指摘は、これまでの銀行業の中核を成し

た融資先の拡大による、ビジネスモデルの終焉

を意味し、取引先企業に対する総合的なコンサ

ルティング提供への転換を促進しているといえ

る。具体的には金融審議会金融分科会第二部会

の協同組織金融機関のあり方に関するワーキン

グ・グループ中間論点整理報告書（平成 21 年 6

月 29 日）では、①中小企業金融機能、②中小企

業再生支援機能、③生活基盤支援機能、④地域

金融支援機能、⑤コンサルティング機能が求め

られている。ただし、これらの内容を見てみる

ならば、従来、信用金庫や信用組合等地域金融

にて実施されてきたサービスと大きく異なる内

容とは言えない。①の中小企業金融機能として、

「中小企業の規模に応じたきめ細かい金融機能の

発揮等が求められている。これに関連して、取

引先が健全なときにも必要に応じて事業計画の

作成の支援や助言を行うなど、貸出に付加した

金融サービスを提供する」と例示されるが、こ
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者と企業の利益の受益者が一般に異なる。経営

者は一定の経営努力（この場合はモニタリング）

を行わないと融資の元となる預金の金利も十分

に還元することができないモデルとする。なお、

この場合の審査における採用（φ）、不採用（1 − φ）

は、外部より与えられるものとすると、初期条

件より以下が必要とされる。ただし、B は融資

目的で獲得した新規の預金額、R は最終的に実

現する貸出による利益である。

φPl R − B<0・・・（1）

　この（1）式の仮定がないと、経営者は一生懸

命に経営努力を行わないこととなり、何もしな

くても安易に利益 R を得られてしまわないため

に必要とされる仮定である。次に借入の条件を

示すと（2）式のように示される。

Bδφpl − Bφ（1 − pl）≥0・・・（2）

　（2）式はまとめると（1+δ）φplB − φB≥0 となる

から（1+δ）pl ≥ 1 という関係が求められる。次

に、経営者による努力の下で銀行全体の利益の

最大化を図る場合を考える。ここで示される τ

は、経営者による努力の水準を示している。多

くの経営努力がはらわれモニタリングが十分に

行われるとなれば、成功する確率の高い ph の確

（1） モデルの説明
　ここでは株式会社型金融機関である銀行と協

同組織型金融機関である信用金庫や信用組合と

の相違を簡単なモデルによってその特徴の相違

を示したい。モデル 3）の手続きを時系列で示す

ならば、以下の図 1 のように預金者の預金に基

づいて行われ、経営者の努力に応じた形で高い

期待値を得る場合と、低い期待値しか得られな

い場合が存在する。ここで、留意されたい点は、

たとえば、経営者がモニタリングを熱心に行っ

た結果、 事業が成功する確率として高い確率

（Ph）を得た場合、その利益は R となるが、他

方で熱心なモニタリングをしたにもかかわらず、

利益 0 となる場合もある。それは、確率 1 − ph

に相当する場合である。また、同様に、経営者

があまり熱心にモニタリングを行わない場合に

は事業が成功する確率として低い確率（pl）を

得る。この場合も想定される利益は R であり、 1

− pl の確率で利益が 0 となる場合もある。経営

者のモニタリング行動に対する熱意がτを通し

て、確率 ph か pl の分岐のどちらかを選択するこ

ととはなるが、どちらの場合においても 1 − ph、

1 − pl に対応する利益はゼロとなる。なお、調

達金利、貸出金利はともに同一でδとする。

（2） 銀行モデル
　株式会社型金融機関である銀行の場合、預金
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果、経営者による経営努力水準τに係わらず、

モデルでいうところの高い成功確率 ph が実現さ

れると期待される。

　協同組織金融モデルの場合、組織全体の利益

の最大化をモデルに基づいて図るとするならば、

以下の（5）式のようになる。

φph｛R−（1+δ）B｝−C（τ）・・・（5）

（5）式を最大化するための経営努力は、銀行モ

デルで示された金利水準や利益水準とは独立で

あることが判る。もちろん、簡略化されたモデ

ルでは取り扱われていない要素が協同組織金融

機関における利益最大化のための経営者の努力

指標と結びついている可能性や、経営者の努力

が協同組織金融の経営効率とは無縁である可能

性も想定されるが、ここでは、銀行のモデルと

協同組織金融のモデルを同一に論じることが出

来ないという点が明らかとなったところで止め

ておきたい。

3　コミュニティーバンクの分析
　非常に簡略化されたモデルではあるが、株式

会社型の金融機関である銀行と協同組織金融機

関である信用金庫や信用組合を経営者による経

営努力という点において、同一に論じることに

無理があることが示された。従って、コミュニ

ティーバンクの分析対象とされる、地域密着型

の金融機関である地方銀行、第二地方銀行、信

用金庫、信用組合を一括りとすることは、分析

方法として望ましいとはいえない。そこで、こ

こでは信用金庫や信用組合のみを分析の対象と

することとした。

　信用金庫と信用組合は最小単位のコミュニ

ティーバンクであるが、設置法や業務において

相違が見られる。信用金庫は信用金庫法に基づ

率を得ることができ、努力水準が低い場合が選

択されると、成功する確率は pl になる。ただし、

経営者の努力費用を C（τ）とする。

φτph｛R−（1+δ）B｝+φ（1−τ）pl｛R−（1+δ）B｝−C（τ）・・・（3）

（3）式を経営者の努力τの下で最大化すると、

この結果より、経営者の経営努力による経営者

のコストは金利水準が高い場合減少し、逆に金

利水準が低い場合は増加することが（4）式より

示される。つまり、金利が高いと経営者は熱心

に経営努力を行うが、金利が低いと相対的に経

営コストが高くなるため、積極的な経営努力を

図らなくなると言える。

（3） 協同組織金融モデル
　ただし、信用金庫や信用組合のように、融資

の源泉となる預金の出し手である預金者と融資

を受ける借受人が同じ会員の場合、モデルの状

況が少し異なる。協同組織金融の特徴である、

会員相互の金融便益の促進として、預金として

蓄えられた資金を資金需要のある会員に融資す

るというシステムにおいては、融資先となる借

受人は同じ会員であり仲間と位置づけられる。

すなわち、借受人において協同組織を裏切るよ

うな行為（たとえば、破産など）は、地域にお

ける自らの立場や評判を危うくする行為に等し

いため、選択しにくい。この結果、協同組織金

融の経営者は前述の銀行の場合と異なり、自ら

の経営努力を高めない場合であっても、地域や

会員仲間からの規律付けにより、借受人自身が

自己規律を働かせることが期待される。その結

C
τ

・・・（4）

=φph｛R－（1+δ）B｝－φpl｛R－（1+δ）B｝
C
τ =φ（ph－pl）｛R－（1+δ）B｝

（τ）

（τ）
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している。筒井（2003）は、経費率、費用関数、

非効率性、経費愛好仮説の 4 つの視点で協同組

織金融を分析した。信金信組は地銀より経費率

や費用関数の面で効率的であること、非効率性

では、信組が他の業態より非効率であること、

経費愛好仮説では信金が最も経費愛好度合が小

さいことを報告している。また、村本（2008）

は、信用金庫を例に協同組織金融の場合、総体

的に信用リスクの低い借主とリスクの高い借主

の間で内部補助により、リスクの高い借主に相

対的に低金利が提供できると説明している。米

国における事例としては、Paul Kupiec と Yan 

Lee（2012）はコミュニティー銀行間における

ROA の違いを説明する要素について分析を行っ

た。高い ROA は金融仲介プロセスにおいて、

その業務や意思決定の面での効率性と関係して

いることを明らかし、具体的には、高い総資産

貸出比率などと関係があることを示した。また、

ROA は銀行の規模とともに上昇するが、資産額

が 10 億ドルでその効果は減じると述べている。

また、Stefan Jacewitz と Paul Kupiec（2012）によ

れば、コミュニティーバンクと非コミュニティー

バンクの効率性の格差について 2 つの要因を指

摘している。一つは正味金利収入に関する優位

性、もうひとつは収益費用比率である。前者に

ついての効果は現在は見ることはできない、後

者では非コミュニティー銀行における収益費用

比率の改善が資産の増加とともに進んだことが

示されている。また、コミュニティー銀行の様々

の貸付重点分野グループにおける規模と平均コ

スト曲線を推計したところ、グループによって

格差が見られたと指摘されている。特に、CRE

（商業用不動産）貸付重点銀行では明らかな規模

の経済性が示されている一方、農業貸付グルー

プでは規模の経済性との関係を示す結果は得ら

れていない。

き、「国民大衆のために金融の円滑を図り、その

貯蓄の増強に資する」とされる一方、信用組合

は中小企業等協同組合法を根拠とし、「組合員の

相互扶助を目的とし、組合員の経済的地位の向

上を図る」としている。信用金庫も信用組合も

ともに会員や組合員といったメンバーにならな

いと原則として金融サービスを受けることがで

きない協同組織であるという点で共通している。

しかし、その対象とする事業者については、信

用金庫が従業員 300 人以下、資本金 9 億円以下

である一方、信用組合は事業内容によって 50 人

以下であったり、100 人以下であったりと様々

である。いずれにせよ、信用組合の対象とする

事業者は、個人から零細事業者、信用金庫の場

合は個人から小規模事業者までを範疇としてい

るという点で異なる。さらに、預金と融資につ

いて見ると、信用金庫の場合、預金の制限はな

いが、融資は原則として会員を対象としている。

信用組合の場合、預金も融資も原則として組合

員を対象としている。したがって、信用金庫に

おいては資金調達の面で、会員外からの募集が

可能という点で、クローズした協同組織金融と

は言い切れない面も見られる。他方で、融資の

面では、どちらも組織内会員、組合員へのクロー

ズした融資が実施されてきた。いずれにせよ、

協同組織金融に位置する信用金庫と信用組合は

明らかに普通銀行と異なり、同列に比較するこ

とは困難であることが判る。

4　先行研究
　わが国におけるコミュニティーバンクの研究

として、藤野（2003）は信用金庫を対象とした

実証分析を行っており、そこでは有価証券運用

収益と信金中金預け金の間において範囲の経済

が確認されること、規模の経済については東京、

関東地区で大きな効果が観察されることを報告
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ことには、すでに述べたように金融モデルが相

違することからやや困難と考えられる。

　そこで、本分析では、FDIC のコミュニティー

バンクに関する経営効率性の分析指標を参考 4）

として、平成 29 年度の信用金庫及び信用組合の

決算データを基礎とした分析を行った。信用金

庫ならびに信用組合の基本統計量は以下の表 2、

3 に示される通りである。平成 29 年度の信用金

庫（261 金庫）のデータによれば、5 大都市圏（札

幌、東京、名古屋、大阪、福岡）に所在する信

用金庫とそれ以外の地域とでは、取り上げた指

5　分析データ
　わが国のコミュニティーバンクとして位置付

けられる信用金庫と信用組合ではあるが、その

規模は金融機関として極めて小さいことは表 1

でも明らかである。信用金庫の一行あたりの預

金量が第二地銀の 1/7 程度、信用組合は 1/10 程

度に過ぎない。また、融資額を見ても信用金庫

は第二地銀の 1/4 程度、信用組合は約 1/20 であ

る。これほどまでに圧倒的な規模に格差がある

金融組織において、都市銀行や地方銀行と同様

の経営効率性の尺度を用いて効率性を計測する
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表 1　わが国各金融機関の業態別預金額、融資額、業務純益表（平成 30年度）
（単位：億円）

都市銀行 地方銀行 第二地銀 信託銀行 信用金庫 信用組合
構成数 5 64 40 4 259 146
預金額 4,288,713 2,686,831 655,115 489,785 604,369 207,742
融資額 2,674,312 2,098,490 521,614 380,045 712,090 113,969
業務純益 13,919 9,740 1,710 3,811 3,271 NA
１行あたり預金額 857,743 41,982 16,378 122,446 2,333 1,423
１行あたり融資額 534,862 32,789 13,040 95,011 2,749 781
１行あたり業務純益 2,784 152 43 953 13 NA

（出所）全国銀行財務諸表分析、信用金庫概況、信用組合 HP

表 2　信用金庫の基本統計量
（単位 :％、千円）

信用金庫 全体 5 大都市 以外
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

ROA 0.165 0.127 0.169 0.145 0.165 0.127
非金利収入 1,818,240 3,705,194 2,301,383 4,455,117 1,818,240 3,705,194
非金利費用 6,131,830 7,042,430 7,357,300 7,953,883 6,131,830 7,042,430
純営業収益 8,089,360 9,716,046 9,882,199 11,094,789 8,089,360 9,716,046
効率性 79.963 13.637 78.529 13.591 79.963 13.637
LN（資産） 18.369 1.080 18.650 1.022 18.369 1.080
総資産資金調達費用比率 1.167 0.271 1.132 0.228 1.167 0.271

（注）LN は自然対数値

表 3　信用組合の基本統計量
（単位：％、千円）

信用組合 全体 ５大都市圏 以外
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

ROA 0.202 0.288 0.208 0.211 0.188 0.292
非金利収入 378,244 625,421 412,903 716,596 380,970 620,236
非金利費用 1,778,088 2,339,984 1,807,084 2,415,821 1,918,672 2,639,140
純営業収益 2,400,359 3,666,553 2,669,449 4,162,489 2,401,890 3,851,615
効率性比率 82.021 29.201 77.539 19.305 83.317 31.882
LN( 資産） 18.266 1.105 18.282 1.179 18.260 1.083
総資産資金調達費用比率 1.177 0.484 1.113 0.399 1.210 0.505

（注）LN は自然対数値
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織金融機関についての分析ということになる。

　分析では規模の小さな協同組織金融機関にお

いて、いわゆる規模の経済性が確認できるかど

うかという点に焦点を当てる。

6　分析結果
　規模の経済性を測る指標として総資産額の対

数値を利用した。また、費用の指標としては金

利費用、非金利費用、資金調達費用を用いるこ

ととした。これらは共に、参考とした米国コミュ

ニティーバンクの効率性と規模の経済性に関す

る分析で採用された指標であること、信用金庫

や信用組合の決算データとして開示されている

項目が少ないことなどの制約からこれらの指標

を利用するに至った。データサイズは信用金庫、

信用組合のプールされたデータで 409（機関）

である。以下の表 4 が分析に用いた各指標の統

計量となる。金利費用、非金利費用、資金調達

費用については総資産で除した値を利用してい

る。

　図 2 は総資産金利費用比率と規模指標の散布

図に傾向線を引いた図であるが、資産規模の拡

大と総資産金利費用比率は弱い正の相関が観察

される。分析対象とした信用金庫・信用組合は

預金など金利費用の占める割合がほぼ6割程度 7）

であり、資産規模の増加とともに金利費用が増

加していると見られる。

　つまり、金利費用に関するところは規模の経

済性による費用削減効果は見られない。他方、

図 3 の非金利費用については規模と負の相関が

あることが観察されることから、規模の経済性

が働いていると推測される。こうした効果は大

標の平均値が 5 大都市圏の方が上回る傾向にあ

ることが確認された。なお、効率性指標は非金

利費用を経常収益で除した値で表しており、こ

の数値が高いほど非効率であり、数値が低いほ

ど効率的であることを示している。5 大都市圏

の信用金庫の方が効率性指標の値が小さく効率

的であるといえる。この傾向は ROA において

も同様に確認される。

　他方で平成 29 年度信用組合（148 組合）の基

本統計量は、5 大都市圏に本店を有する信用組

合の効率性はそれ以外の地域のものと比較して、

優れている。信用金庫同様に ROA においても

同様の傾向が見られる。また、5 大都市圏の信

用組合では非金利費用の平均値がそれ以外の地

域よりも小さい一方で純営業収益は 5 大都市圏

がそれ以外の地域を上回っている。すなわち、5

大都市圏の信用組合は収益力が高い一方、非金

利費用は相対的に低いことから効率性が高いこ

とを伺うことができる。信用金庫では収益力が

高い 5 大都市圏に所在する金庫は、非金利費用

も高い傾向にあり、この点において対照的とい

える。

　なお、信用金庫と信用組合のデータを利用し

て分析するにあたりサンプル数を増すことで安

定的な特徴を導き出すことを目的として、両者

の統計データに差があるかどうか、統計的に検

討を行った。具体的には ROA と効率性指標に

関して、両者に有意な差があるかどうかを検討

した。この結果、両者に有意な差 5）は見られな

いことが確認されたことから、両者のデータを

統合して分析することとした。したがって、以

後の分析は、信用金庫と信用組合という協同組
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表 4　分析に用いた各種指標の統計量 6）

（単位：％）
規模指標

LN（資産）
総資産金利
費用比率

総資産非金利
費用比率

総資産資金
調達費用比率 ROA 効率性

平均値 18.332 0.064 1.138 1.202 0.180 79.812
標準偏差 1.090 0.070 0.365 0.370 0.194 15.918



7 の ROA と効率性を見ると、ROA と効率性は

負の相関を有しており、効率性 8）の値が小さい

場合（効率性が高い）は ROA が高く、効率性

の値が大きい場合（効率性が低い）は ROA が

低いという想定された事実が観察された（図 7

参照）。

7　考察
　本研究ではコミュニティーバンクの最小単位

である協同組織金融機関（信用金庫と信用組合）

を取り上げ、資産規模と各種費用の関係を実証

分析した。総資産非金利費用比率、総資産資金

調達費用比率については、規模と負の相関が認

められ、小規模金融機関群においても、規模の

経済性が観察された。他方で、総資産金利費用

や効率性といった指標については、規模との間

規模金融機関においては、スケールメリットと

して一般に観察される事柄であると思われるが、

最小単位の小規模金融機関においても、規模の

経済性の効果が存在していることが観察された。

　図 4 では総資産資金調達費用と規模の関係が

示されているが、ここでも、資産規模と総資産

資金調達費用は負の関係が観察され、規模の効

率性が認められる。図 5 では ROA と資産規模

の関係が示されているが、資産規模と ROA は

正の相関が観察される。預金による負債の獲得

が資産を拡大させ、ROA を押し上げてきた伝統

的な金融ビジネスのスタイルが維持されている

と見られる。

　図 6 の効率性と規模について見るとほぼ無相

関であり、明らかな規模の拡大により効率性が

改善されていることは観察されない。他方で図
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図 2　総資産金利費用比率と規模

図 4　総資産資金調達費用比率と規模

図 3　総資産非金利費用比率と規模

図 5　ROAと規模
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1 億ドル程度までについては、規模拡大による

費用低下の効果が報告されているが、1 億ドル

を上回ると規模の効果は消失している。わが国

における分析によれば、資産規模と総資産非金

利費用や総資産資金調達費用については負の相

関が明らかであり、最小規模とされる協同組織

金融機関において、規模の経済性が機能してい

ることが確認された。

8　結語
　本研究では、コミュニティーバンクとされる

金融機関のうちで協同組織金融機関の規模の経

済性について実証的な検討を行った。株式会社

組織である銀行と株式会社組織ではない協同組

織金融機関（信用金庫と信用組合）を区分した

理由は、顧客に対する金融サービスは同じであっ

ても、機関として有する機能が異なると見られ

るからである。株主の利益を最大化する株式会

社組織と協同組織の利益を重視する信用金庫や

信用組合とを同一に比較することは困難である

と考えた。そこで、コミュニティーバンクの最

小単位となる信用金庫や信用組合にのみ焦点を

当て、規模に関する効率性の分析を行った。

　分析結果によれば、総資産非金利費用比率や

総資産資金調達費用比率については、規模と負

の相関が観察された。他方で、ROA については

に有意な関係を観察することができなかった。

ただし、ROA と規模との関係を見ると、正の相

関が観察され、ROA と効率性との間には負の相

関が認められた。こうした事実から、協同組織

金融機関は ROA を高めるために資産拡大を図

るインセンティブがある一方で、資産規模の拡

大により資産規模と負の関係にある非金利費用

比率を抑えることで ROA を高めていることが

推測される。従って、分析対象とされる信用金

庫や信用組合において、合併や経営統合による

資産の拡大を図ることは一定のメリットが生じ

るものと推測される。

　最後に米国におけるコミュニティーバンクに

おける指標との比較をするならば、本研究で取

り上げた協同組織金融機関の指標のうち、わが

国の協同組織金融機関が下回っている指標は、

総資産金利費用比率、総資産非金利費用比率、

総資産資金調達費用比率である。これらの費用

が米国コミュニティーバンクを下回っている理

由は、マイナス金利が導入され、低金利の状況

が長く継続していることによると見られる。他

方で、ROA や効率性については、米国コミュニ

ティーバンクの方が優れている。特に、ROA は

米国のコミュニティーバンクは 0.63％ 9）と本研

究サンプルの 0.18％を大きく上回っている。

　また、米国での研究結果によれば、資産規模
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図 6　効率性と規模 図 7　ROAと効率性



用いられた指標と同じ定義に基づいているからで

ある。

9）米国のコミュニティーバンクの数値は 1985 年

から 2011 年までの平均値である。
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